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労働者災害補償保険と 自動車損害賠償責任保険及び 自動車損害賠償責任共 
済とを調整する 際の損害賠償額の 算定について 

  

労災保険法第 1 2 条の 4 に規定する支給調整事務 ( 以下「支給調整事務」と 
いう。 ) については、 平成 8 年 1 0 月 2 8 日付け 基登 第 6 4 3 号「第姉者行為 

災害事務取扱手引の 改正について」等により 指示されているところであ るが、 

今般、 別添 ェの とおり 「自動車損害賠償責任保険の 保険金等及び 自動車損害賠 

償責任共済の 共済 全 等の支払基準」 ( 平成丁 3 年金融庁・国土交通省告示 第 f 

号 ) ( 以下「支払基準」 という。 ) が告示として 定められ、 平成 1 4 年 4 月 1 

日以降に発生した 事故について 適用されることになった。 

支払基準のうち、 支給調整事務に 関連する主な 改正点は下記 1 のとおりであ 

り、 「第姉者行為災害事務取扱手引」、 「自動車損害賠償責任保険損害査定要項 

実施要領」に 引用される表の 一部が下記 2 のとおり変更となるので、 平成 1 4 

年 4 月 1 日以降に発生した 災害っいては、 下記の点に留意して 支給調製事務に 

ついて遺漏なきを 期されたい。 

記 

1  支給調整事務に 関連する主な 改正点 

(1) 傷害による損害及び 死亡に至るまでの 傷害による損害の 場合 

傷害による損害 ( 後 遺 障害に係るものを 除く。 ) 及び死亡に至るまでの 

傷害による損害に 係る自賠責保険等の 保険金額及び 共済金額 ( 以下「保険 
金額等」 という。 ) の限度額は従双どおり 1 2 0 万円で、 改正された主な 

項目は次のとおりであ る。 



イ 休業損害の最低額 

1 日にっき 5, 5 0 0 円から 5, 7 0 0 円に引き上げられたこと・ ( 支払 

基準第 2 の 2) 

ロ 慰謝料 

1 日にっき 4    1 0 0 円から 4, 2 0 0 円に引き上げられたこと ( 支払 

基準第 2 の 3) 

(2) 後 遺 障害による損害の 場合 

後遺障害による 損害に係る自賠責保険等の 保険金額等の 限度額、 慰謝料 

の 額及び逸失利益相当額の 一部が別添 2 のとおり改正されるものであ るこ 

と 

(3) 死亡による損害の 場合 

死亡による損害に 係る自賠責保険等の 保険金額等の 限度額及び葬祭費の 

額は従双どおりであ るが、 慰謝料の額及び 逸失利益相当額の 一部が別添 3 

の とおり改正されるものであ ること。 

2  手引及び実施要領の 修正 

( ュ )  「第姉者行為災害事務取扱手引」の 改正 - 
手引 7 0 人 一ジ 表 2 及び 7 3 ぺージ表 3 を別添 2 及び川添 3 に差し替え 

る 。 

(2)  「自動車損害賠償責任保険損害査定要項実施要領」の 修正 
実施要領主 0 ぺージ慰謝料等の 表を別添 4 に差し替える。 
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自 動車損害賠償責任保険の 保険金等及 び自 
動車 損害賠償責任共済の 共済金等の支払 基 
準 

第 1 総則 

下 Ⅰ 自動車損害賠償責任保険の 保険金等の支払は 
  自動車損害賠償保障法施行令 ( 昭和 3 0 年 政 
令 第 1 7 8 号 ) 第 2 条並びに別表第 1 及び別表 
第 2 に定め る保険金額を 限度 と して こ の基準に 
よ る も の と する。 

2 保険金額は、 死亡 した者又は傷害を 受 けた者 
工 人につ き 、 自 動車損害賠償保障法施行令第 2 
条 並びに別表第 1 及び別表第 2 に定め る 額 と す 
る 。 ただし、 複数の 自動車に去 る事故について 
保険金等を支払 う 場合は、 それぞれの保険契約 
に 係 る保険金額を 合算 した額を限度 と する。 

第 2 傷害に よ る損害 
傷害に よ る損害は、 積極損害 ( 治療関係費、 文 
書料 そ の 他 の 費用 )   休 業 損 害 及 び慰 謝料 と す 
る 。 

Ⅰ 積極損害 
( 1 ) 治療関係費 
① 応急手当 費 
応急手当 に 直接かか る 必要かっ妥当 な実 

費 と する。 

② 診察 料   再診 料 又 は往診 料 に かか る 必 、 要 
かっ妥当 な実費 と す る。 

③ 入院 料 

入院 料は 、 原則 と してそ の地域にお け る 
普通病室への 入院に必要かつ 妥当 な実費 と 
す る 。 ただ し、 被害者の傷害の 態様等か ら 
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医師が必要 と 認め た場合は 、 上記以外の病 
室への入院に 必要かつ妥当 な実費 と する。 
④ 投薬料、 手術 料 、 処置 料等 

治療 の た め に 必 要 かっ妥 当 な 実費 と す 
る 

⑤ 通院 費 、 転院 費 、 入院費又は退院貫 
通院、 転院、 入院又は退院に 要す る 交通 

費 と して必要かっ 妥当 な実費 と する。 
⑥ 看護料 
ア 入院中 の看護料 
原則 と して 1 2 歳以下の子供に 近親者 

等 が付き 添っ た場合に 工 日 は つ き 4 , 1 

0 0 円 と す る 。   

イ 自 宅看護料又は 通院看護料 
医師が看護 の必、 要性 を認 め た場合に次 

の と お り と す る 。 た だ し、 1 2 歳以 下の 

子供の 通 院等 に近親者等 が付 き 添 っ た 場 
合 には医師の証明 は要 しない。 
( ァ ) 厚生労働大臣 の許可 を受 け た有料 職 
業 紹介所の紹介に よ る者 
立証資料等 に よ り 必要かつ妥 当 な実 

費 と する。 

( ィ ) 近親者等 
1 口 は つ き 2 , 0 5 0 円 と す る 。 

ウ 近親者等 に休業損害が 発生 し、 立証 資 
料 等によ り 、 ア 又は イ ( ィ ) の額を超える 
こ と が 明 ら か な場合は 、 必 、 要 か っ 妥 当 な 
実費 とする。 

の 諸雑費 
療養に直接必要の   あ る諸物品の購入費 又 

は 使用料、 医師の指示に よ り 摂取 した栄養 
物の購入費、 通信費等 と し、 次の と お り と 
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する。 

ア 入院中の諸雑費 
入院 1 日 につ き ェ ， 1 0 0 円 と す る 。 

立証資料等に よ り 1 日 は つき ュ ， 1 0 0 

円 を超 え る こ と が 明 ら かな場合は 、 必要 
か つ 妥当な実費 と する。 

イ 通院又は 自 宅療養中，の 諸雑費 
必 、 要かっ妥当 な実費 と する 。 

⑧ 柔道整復等の 費用 
免許を有す る 柔道整復 師 、 あ んま ・ マ ッ 

サ 一 、 、 ノ 下   指圧 師 、 ヰ ま り 目面、 き ゆ う 師が才子 う 

施術費用 は、 必要かっ妥当 な実費 と する。 
⑨ 義肢等の費用   

ア 傷害 を被っ た結果、 医師が身体の 機能 
を 補完す る た め に必要 と 認め た義肢、 歯 
科補 てつ、 義眼、 眼鏡 ( コ ン タ ク ト レ ン 
ズを 含む。 )    補聴器、 松葉杖等 の 用 具 
の 制作等 に必要かっ妥当 な実費 と す る 。 

イ ア に 掲 げ る 用 具 を使用 し て い た者が 、 
傷害に伴い 当 該用 具の修繕又は 再調達を 
必 要 と す る に 至 っ た 場合 は 、 必 要かつ 妥 
当 な実費 と する 。 

ウ ア 及び イ の場合 の 眼鏡 ( コ ン タ ク ト レ 
ンズ を含む ） の 費用 につい て は、 5 0 
， 0 0 0 円 を限度 と する 。 

⑩ 診断書等の費用 
診断書、 診療報酬明細書等の 発行に必要 
かっ妥当 な実費 と する。 

(2)  文書料 
交通事故証明書、 被害者側の印鑑証明書、 

住 民票等 の 発行 に 必要 かっ 妥 当 な 実費 と す 
る 

  4 - 



(3) その他の費用 
( 1 ) 治療関係費及び ( 2) 文書料以外の 損害で 

あ っ て事故発生場所か ら 医療機関 ま で被害者 
を 搬送する た め の費用 等について は、 必要か 
っ 妥当 な実費 と する。 

2 休業損害 
( 1 ) 休業損害は、 休業に よ る 収入の減少が あ っ 
た場合 文 は有給休暇を 使用 した場合に 工 日 に 

つ き 原則 と して 5 , 7 0 0 円 と す る 。 た だ し 

  家事従事者につ いて は、 休業に よ る 収入の 
減少があ っ た も の と みなす。 

(2 )  休業損害の対象 と な る 日 数は、 実 休業 日 数 
を 基準と し、 被害者の傷害の 態様、 実治療 日 
数そ の 他 を 勘案 し て 治療期 間 の 範 囲 内 と す 
る 。 

( 3 )  立証資料等に よ り 1 日 につき 5 , 7 0 0 円 
を 超 え る こ と が 明 ら か な場合 は   自 動 車損害 
賠償保障法施行令第 3 条の 2 に定め る 金額を 
限度 と して、 そ の実額 と す る。 

3 慰謝料 
( 1 ) 慰謝料 は 、 1 日 に つ き 4 , 2 0 0 円 と す 
る 

(2)    慰謝料の対象となる 日数は、 被害者の傷害 
の 態様、 実治療 日 数そ の他 を勘案 して 、 治療 
期間の範囲内 と す る。 

( 3 )  妊婦が胎児 を死産又 は流産 した場合は 、 上 
記 のほかに慰謝料を 認め る。 

第 3 俊道障害に よ る損害 
俊道障害に よ る損害は、 逸失利益及び 慰謝料等 

と し、 自 動車損害賠償保障法施行令第 2 条並びに 
別表第 t 及び別表第 2 に定め る等級に該当する 場 
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合 に認め る。 

等級の認、 定は、 原則 と して労働者災害補償保 
におけ る障害の等級認定の 基準に準 じて行 う 。 
Ⅰ 上 逸失利益 
逸失利益は 、 次のそれぞれに 掲げる年間収 
額 又は年相当額に 該当等級の労働能力喪失率 
別表 1 ) と 後遺障害確定時の 年齢におけ・ る就 
可能年数の ラ イ プニ ッ ツ係数 ( 別表 Ⅱ 一 1 ) 
乗 じて算出 した 額 と する 。 ただ し、 生涯を通 
て 全年齢平均給与額 ( 別表Ⅲ ) の 年 相 当額を 
ら れ る 蓋然性が認め ら れない場合は   こ の 眼 
でな い。 

(1)  有職者 
事故前 1 年間 の収入額 と 後遺障害確定時 
年齢に対応す る 年齢別平均給与額 ( 別表 W 
の 年 相 当 額 の い ず れ か 高 い 額 を 収 入額 と 
る 。 ただ し、 次 の者 について は、 それぞれ 
掲げる額を収入額 と す る。 
① 3 5 歳未満で あ っ て事故前 1 年間 の収 
額を立証する こ と が可能な者 
事故前 1 年間 の収入額、 全年齢平均給 

額 の 年 相 当 額及び年齢別平均給与額の 年 
老 額 のいずれか高い 額 。 

② 事故前 1 年間 の収入額を 立証する こ と が 
困難な者 
ア 3 5 歳未満の者 
全年齢平均給与額の 年相 当額又は年齢 

別 平均給与額 の年相 当 額の いずれか高 い 
額 。 

イ 3 5 歳以上の者 
年齢別平均給与額の 年相 当額。 

③ 退職後 1 年を経過 していない失業者 ( 定 
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早退職者等を 除く 。 ) 
以上の基準を 準用する。 こ の場合にお い 

て 、 「事故双 1 年間の収入額」 と あ る のは 
  「退職双 1 年間の収入額」 と 読み替え る 
も の と する。 

(2) 幼児 ・ 児童 ・ 生徒 ・ 学生 ・ 家事従事者 
全年齢平均給与額の 年相当額と する。 ただ 

し 、 5 8 歳以上の者で 年齢別平均給与額が 全 
年齢平均給与額を 下回 る場合は、 年齢別平均 
給与額の年相当額と する。 

(3)  その他働 く 意思。 と 能力 を有する者 
年齢別平均給与額の 年相当額 と す る。 ただ 

し 、 全年齢平均給与額の 年相当 を 上 限 と す 

る 。 

2 慰謝料等 
( 1 ) 俊道障害に対する 慰謝料等の額は 、 該 当 等 
級 ご と に次に掲げる 表の金額 と する 。 
① 自 動車損害賠償保障法施行令別表第 1 0 
場合 

ぼ紬目 
② 自 動車損害賠償保障法施行令別表第 2 の 
場合 

  
5 9 9 万 円     

                                            """""""" 第 14 級」 
」」型 - 」。 の」 

] 

  

( 2 ) ① 自動車損害賠償保障法施行令別表第 t 0 

  7 - 



該当者であ って被扶養者がいる と き は、 第 
1 級について は 1 , 8 0 0 万円 と し、 第 2 
級は ついては 1 , 3 3 3 万円 とする。 
② 自動車損害賠償保障法施行令別表第 2 案 
1 級、 第 2 級又は第 3 級の該当者であ っ て 
被扶養者がいる と き は、 第 1 級については 
1 , 3 0 0 万 円 と し 、 第 2 級に つ い て は 1 

， 1 2 8 万 円 と し 、 第 3 級 に つ い て は 9 7 

3 万円 と す る 。 

( 3 ) 自動車損害賠償保障法施行令別表第 1 に 該 
当 する場合は、 初期費用等 と して、 第 上 級 に 
は 5 0 0 万 円 を 、 第 2 級 に は 2 0 5 万 円 を加 

算する。   

第 4 死亡 に よ る 損害 

死亡 に よ る損害は、 葬儀 費 、 逸失利益、 死亡 本 
人の慰謝料及び 遺族の慰謝料と する。 
復道障害に よ る損害に対する 保険金等の支払の 
後、 被害者が死亡 した場合の死亡に よ る損害にっ 
いて、 事故 と 死亡 と の 間 に 因果関係が認 め ら れる 
と き に は、 その差額を認め る 。 
工 葬儀 費 

( 1 )  葬儀 費は、 6 0 万 円 と す る 。 

( 2)  立証資料等に よ り 6 0 万円 を超え る こ と が 
明 ら かな場合は 、 1 0 0 万 円 の範囲 内 で必要 
か つ 妥当 な実費 と する。 

2 逸失利益 
( 1 ) 逸失利益は 、 次のそれぞれに 掲げる年間収 
人類又は年相当額から 本人の生活費を・ 控除し 
た 額に死亡時の 年齢におけ る就労可能年数の 
ラ イ プニ ッ ツ係数 ( 別表Ⅱ 一 丁 ) を乗 じて 算 
出する。 ただ し、 生涯を通 じて全年齢平均給 
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年 額 ( 別表Ⅲ ) の 年 相当額を得られる 蓋然性 
が 認め られない場合は   こ の限 り でない。 
① 有職者 
事故前 1 . 年間の収入額と 死亡時の年齢に 
対応する年齢別平均給与額 ( 別表 W ) の 年 
相当額のいずれか 高 い 額を収入額とする。 
ただ し、 次に・掲げる 者について は、 それぞ 

②
 

れに掲げる額を 収入額とする。 
ア 3 5 歳未満であ って事故前 1 年間の収 
大 額を立証するこ とが可能な者 
事故前 1 年間の収入額、 全年齢平均給 
年額の 年 相 当額及び・年齢別平均給与額の 
年 ・相当額の い ず 、 れか高 い ， 額 。 
    

イ 事故前 1 年間の収入額を 立証す る こ と 
が 困難な者 
くア Ⅰ 3 5 歳未満の者 
全年齢平均給与額の 年相 当額又は年 

齢 別平均給与額の 年相 当 額のいずれか 
高い 額 。 

( 7 ) 3 5 歳以上 の者 
年齢別平均給与額の 年相 当額。 

ウ 退職後 1 年を経過 していない失業者 ( 
定年退職者等を 除く 。 ) 
以上の基準を 準用す る 。 こ の場合にお 
いて、 「事故双 1 年間の収入額」 と あ る 
の は、 「退職双 1 年間 の収入額」 と 読み 
替える もの と する。 

  

幼児 ・・児童 ・ 生徒 ・ 学生 ・ 家事従事者 
全年齢平均給与額の 年相当額とする。 た 

だ し、 5 8 歳以上の者で 年齢別平均給与額 
が 全年齢平均給与額を 下回る場合は、 年齢 

る
 

す
 

と
 

額
 

当
 

相
 

  

9
  
 
-
 

年
 

の
 

額
 

与
 

給
 

均
 

平
 

 
 
 
 
口
力
 



③ その他働 く 意思と 能・ 力 を有する者 
年齢別平均給与額の 年相当額 と する。 た 

だ し、 全年齢平均給与額の 年相当額を上， 限 
とする。 

(2) ( 1 ) にかかわ らず、 年金等の受給者の 逸 夫利 
益は、 次のそれぞれに 掲げる年間収入額又は 
年 相当額か ら本人の生活費を 控除 した額に死 
七時の年齢におけ る就労可能年数の ライ プ ニ 
ッ ツ 係数 ( 別表 Ⅱ 一 丁 ) を乗 じて得 ら れた 額 
と 、 年金等か ら本人の生活費を 控除 した額に 
死亡時の年齢にお け る 平均余命年数の ラ イ プ 
二 ッ ツ 係数 ( 別表 Ⅱ 一 2 ) か ら 死亡時の年齢 
にお け る 就労可能年数の ラ イ プニ ッ ツ係数を 
差 し引 いた係数を乗 じて得 ら れた 額 と を合算 
して得られた 額 とする。 ただし、 生涯を通じ 
て 全年齢平均給与額 ( 別表Ⅲ ) の 年 相 当額を 
得 られる蓋然性が 認め られない場合は、 こ の 
限 り でない。 

年金等 の 受給者 と は 、 各種年金及び 恩給 制 
度 の う ち原則 と して受給権 者本人に よ る拠出 
性 の あ る年金等 を現に受給 していた者 と し、 
無 拠出性の福祉年金や 遺族年金は含ま ない。 
① 有職者 
事故前 1 年間 の収入額 と 年金等の額を 合 

算 した 額 と 、 死亡時の年齢に 対応する年齢 
別平均給与額 ( 別表 IV ) の 年 相 当 額の い ず 
れか高 い額 と す る 。 ただ し、 3 5 歳未満の 
者については、 これ ら の比較のほか、 今年 

齢 平均給与額の 年相 当額 と も比較 して、 い 
ずれか高 い額 と する。 
② 幼児 ・ 児童 ・ 生徒 ・ 学生 ・ 家事従事者 
年金等の額 と 全年齢平均給与額の 年相 当 
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8
 
平
 

5
 
齢
 

、
午
 

し
全
 

 
 た

額
 

。
 与
 

る
給
 

ょ
 
9
 
 
均
 

と
平
 

額
別
 

い
齢
 

高
年
 

か
で
 

れ
 
者
 

ず
の
 

い
上
 

の
以
 

額
歳
 均 給与額を下回る 場合は、 年齢別平均給与 
額 の 年 相当額 と年金等の額のいずれか 高い 
額 と する。 

③ その他働 く 意思 と 能力 を有する者 
年金等の額 と 年齢別平均給与額の 午相 当 

額 のいずれか高い 額 と する。 ただ し、 年齢 
剛平均給与額が 全年齢平均給与額を 上回 る 
場合は、 全年齢平均給与額の 年相当額 と 年 
金等の額のいずれか 高い 額 とする。 

(3 )  生活費の立証が 困難な場合、 被扶養者がい 
る ときは年間収入額又は 年相当額から 3 5 % 
き 、 被扶養者がいない と き は年間収入額又は 
午相 当 額か ら 5 0 %- を 生活費 と し て 控除す 
6 。 

3 死亡本人の慰謝料 
死亡本人の慰謝料は、 3 5 0 万円 と する。 

4 遺族の慰謝料 
慰謝料の請求権 者は、 被害者の父母 ( 養父母 

を 含む。 )    配偶者及 び子 ( 養子、 認知 した 子 
及び胎児 を含む。 ) と し 、 そ の 額は 、 請求権 者 
工 人の場合に は 5 5 0 万 円 と し、 2 人の場合に 
は 6 5 0 万 円 と し 、 3 人以上 の 場合 に は 7 5 0 
万円 と する。 

なお、 被害者に被扶養者がいる と き は   上記 
金額に 2 0 0 万円を加算する。 

第 5 死亡に至る までの傷害に よ る損害 
死亡に至る ま での傷害に よ る損害は、 積極損害 
( 治療関係費 ( 死体検案書料及び 死亡後の処置 料 
等の実費を含む。 )    文書料その他の 費用 )    休 
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業 損害及び慰謝料と し、 「第 2 傷害に よ る 損害 
」 の基準を準用する。 ただ し、 事故当 日 又は事故 
翌 日 死亡の場合は、 積極損害のみ とする。 

第 6 減額 

Ⅰ 上 重大な過失に よ る減額 
被害者に重大な 過失があ る場合は 、 次に掲げ 
6 表の と お り 、 積算 した損害 額 が保険金額に 満 
たない場合には 積算 した損害額か ら 、 保険金額 
以上 と な る場合に は保険金額か ら減額を行 う 。 
ただ し、 傷害に よ る 損害 額 ( 俊道障害及び 死亡 
に 至 る 場合を除 く 。 ) が 2 0 万円未満の場合は 
その 額   と し、 減額によ り 2 0 万円以下と なる 場 
合は 2 0 万円 と する。 

の
失
 

上
過
 

用
の
 

適
者
 

桂
笘
サ
 
生
口
 ム
ロ
 

減
被
割
 

7 割未満 
  

7 割 以 上 8 

割未満 
9
 

上
 

 
 割

満
 

未
 

8
 
 
 七
才
 
自
 

0
 
1
 

上
 

 
 割

満
 

未
 

9
 

割
 

      
- 減額割合 

る
 

係
 

こ
 
 
 

害
の
 

傷
も
 

ス
係
 

 
 障

七
 
の
 

造
花
 
も
 

後
 
ほ
 
ろ
 
  減額なし   減額なし 
2 割減額   

    
2 受像 と 死亡又は後遺障害 と の間の因果関係の 
有無の判断が 困難な場合の 減額 
被害者が既往症等を 有 していたため、 死因 又 

は 後遺障害発生原因が 明 ら かでない場合等 受傷 
と 死亡 と の間度 ぴ受傷 と 後遺障害 と の間の因果 
関係の有無の 判断が困難な 場合は、 死亡に よ る 
損害及び後 遺 障害に よ る損害について、 積算 し 
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た 損害 額 が保険金額に 満たない場合には 積算し 
た 損害額から、 保険金額以上となる 場合には保 
険金額から 5 割の減額を行 う 。 
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男リ ラ気 1 

 
 
率
 動

 
自
同
   

自動車損害賠償保障法施行令別表第 2 の場合   
障害等級 労働能力喪失率   
第 「 級 100/100 

第 2 級   100/100 

第 3 級 700/]00 

第 4 級 92/700   

第 5 級 79/700 

  第 6 級 67 ソ 700 

第 7 級   56/ Ⅰ 00 

第 8 級   45/ Ⅰ 00 

第 9 級 35/700 

第 10 級 27/ Ⅰ 00 

第 Ⅱ 級 20/ Ⅰ 00 

第 42 級 Ⅰ 4/ Ⅰ 00 

第 13 級 9/100 

第 14 級 5/ Ⅰ 00   



別表Ⅱ -1 

(j)18 歳未満の者に 適用する 表 

 
 

9
g
9
9
9
9
9
9
9
g
9
9
9
g
9
9
9
 

4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
 

 
 

1
2
3
4
5
6
7
8
9
%
 

Ⅱ
は
は
Ⅱ
 巧
冊
け
 

 
 

7.927  66 
8,323  65   
9. Ⅰ 76  G3 19.075     

9.635  62 19.02g 「 
10.117@ 61 
Ⅰ 0.623  60  @  Ⅰ 18.929 8.980         
12.9121@ 56 18.699   

13.558@ 55 18.633 
14.236@ 54 18.565 
14.947@ 53 
15.695@ 52   Ⅰ ヰ 8.4g3 8.4 Ⅰ @ 
Ⅰ 6.480  5 Ⅰ 18.339 
17.304@ 50 18.256 

表
 
る
 
す
 
用
 
適
 
 
 

 
 者
 
の
 
上
 

 
 歳
 
8
 
 
 

 
 2
 

 
 

係 数年余 

  
7.108)@ 84 
7.108;@ 85 
7. Ⅰ 08@  86 

  
5.076     94 
5.076@  95 

  
3.546 片 0100 ヘ 
3.546 」 

"
"
 
笘
 1
.
1
@
 

2
2
2
2
 

Ⅰ
 

係 数 

3.546 
3.546 
2.723 
2.723 
2.723 
2.723 
2.723 
2.7231 
1.859 
Ⅰ． 859 
Ⅰ． 859 
Ⅰ． 85g 
Ⅰ， 859 
1%59 
Ⅰ． 859 
Ⅰ． 859 
Ⅰ． 859 
Ⅰ・ 859 
Ⅰ． 859 
0 ． 952 

( 注 )1. 18 歳未満の有職者及び 穏歳 以上の者の場合の 就労可能年数については・ 
(1)55 歳未満の者は、 67 歳から被害者の 年齢を控除した 年数とした。 
(2)55 歳以上の者は、 平均余命年数の 1/2 とし・端数は 切上げた。 
    幼児・尻重・ 生徒・ 18 歳未満の学生及び 働 く 庶思 と能力を有する 者 ( 有職者・家丁従事者・ 18 歳以上の学生以覚 ) の場合の就労可能年数及 び 
ライプ ニヅソ 係数は、 千組 ( 例 ) に準じて算出する。 
( 例 )3 歳の場合 
(1) 就労の終期 (67 歳 ) までの年数 64 年 (67 年ヨ 年 ) に対応する係数 曲．Ⅱ 9 
(2) 就労の始期 (l8 歳 ) までの年数 15 年 (18 年 4 年 ) に対応する係数 ]0 ・ 380 
(3) 就労可能年数 49 年 (64 年 一 15 年 ) 
(4) 適用する係数 8.739(19.t19-10.380) 



別表Ⅱ -2 

  

2
 
Ⅰ
 8
8
3
5
4
9
9
3
 

Ⅰ
 2
2
5
0
4
8
 

0
0
g
4
3
3
G
2
2
a
 

7
4
9
9
4
7
9
9
8
6
2
6
6
8
9
7
3
 

8
8
9
9
6
6
0
2
2
0
 

3
 
Ⅰ
 8
8
6
3
0
7
4
 

Ⅰ
 8
4
4
0
6
2
8
 

3
3
8
3
8
8
3
7
7
 

Ⅰ
 

5
5
4
4
4
4
4
3
3
3
2
2
2
2
 

Ⅰ
Ⅰ
 0
 
0
0
9
9
8
8
8
7
7
7
 

 
 

 
 

 
 

 
 

Ⅰ
 
0
9
8
8
7
6
5
4
3
2
 

り
 2
2
2
2
2
0
 

エ
 2
 
Ⅰ
 乙
 2
2
2
4
 

Ⅰ
 
ハ
 
リ
ハ
リ
 
乙
 イ
 
舟
 
Ⅰ
 
l
 Ⅰ
 
0
0
7
6
 

l
 Ⅰ
 
l
 Ⅰ
 
l
 鴇
 
何
何
 %
 

枝
枝
Ⅱ
何
冊
 9
 

 
 

  

4
9
9
3
 

Ⅰ
Ⅰ
 2
5
0
4
4
8
0
0
9
4
3
 

3
6
6
2
8
8
3
3
6
6
 

9
9
8
6
2
2
6
8
9
7
7
3
8
8
g
9
6
 

6
0
0
2
0
0
6
6
8
8
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
0
9
8
7
7
6
5
5
4
3
2
2
2
2
2
2
2
2
 
5
4
3
2
 

Ⅰ
Ⅰ
 

Ⅰ
Ⅰ
・
Ⅰ
Ⅰ
Ⅰ
Ⅲ
 

1
 

Ⅰ
Ⅰ
Ⅰ
 は
 
Ⅱ
Ⅱ
 何
 9
9
8
8
7
7
 

 
 

 
 

 
 4

5
6
7
8
9
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
0
 

Ⅰ
 2
3
4
5
6
7
8
9
0
 

5
5
5
5
5
5
6
6
6
6
6
6
6
6
6
6
7
 

l
7
7
7
7
7
7
7
7
8
 

 
 

㏄
 叫
的
 
㏄
 
囲
 ㏄
㏄
 
皿
 
Ⅲ
 
椛
皿
皿
朋
 

  
 
 

 
 

5  4.329 
5  4.329 
4  3.546 
4@ 3.546 
4  3.546 
3  2.723 
3  2.723 
3  2.723 
3  2.723 
2@ 1.859 
2  Ⅰ． 859 
2  Ⅰ． 859 
2@ 1.859 
2@ 1.859 

2@ 1.859 
2  1.859 
2@ 1.859 
  0.952 

      



Ⅰ 弓 甘ききⅢ 

全年齢平均給与額 ( 平均月額 ) 
  

男子         415,400l 女子 l 275. Ⅰ 00 』 

額
 
)
 
月
 
均
 
平
 
額
 
(
 
与
 
給
 
均
 
平
 
Ⅰ
 
齢
月
 

年
 

W
 
表
 
Ⅱ
Ⅱ
Ⅰ
 

ド
下
 

Ⅱ
 

年余 l 男子 @ 女子 
  歳 l 同 l 円 

( 注 ) 本表は、 平成 12 年賃金センサス 第 Ⅰ 巻第 「 表 産業計 ( 民 
・公営 計 ) によりもとめた 企業規模 10 ～ 999 人・学歴計の 年 
齢階層別平均給与額 ( 台臨時給与 ) をその後の賃金動向 
を反映して 0 ． 999 倍したものであ る。 

  



別添 2 

俊 道 障 害 に よ る 損 害   ( 単位 : 万円 )   
内 訳     

慰謝料等の額逸失利益相当領 一 """" " 一 """" 
1,950  づ 1,900   

    
事項 

  等級   
第 1  級 

( 被扶養者のあ るとき )   
( 施行令別表第 1 の場合 ) 

( 別表第 1 の該当者であ っ 
て 被扶養者のあ るとき )   
第 2  級 

( 被扶養者のあ るとき )   
( 施行令別表第 1 の場合 ) 

( 別表第 1 の該当者であ っ 
て 被扶養者のあ るとき ) 
    
第 3  級 

( 被扶養者のあ るとき )     
第 4  級   
第 5  級   
第 6  級 

第 7  級 

  8  級   9  級 

一
向
せ
 

 
 
 
 

一
度
 
限
 
の
 
等
 
額
 
金
 
険
 
保
 

  
ヰ
臣
 
ぺ
 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

3,000 

  
(3,000  つ 4,000) 

    
2,590 

(1,250  づ 11300)  (1,750  づ 1,700)   
(1,250  一 "  2,          (1.750  づ 1,700) 
                                                    づ 1,900)   
918  つ 958 1,672  つ 1,632 

(1  ， 088 づ 1,128)  (1,502  づ 1,462) 

(2,590  つ 3,000)   

  

  

  

  

2
 
2
 

3
 
6
 

6
 
4
 

l
A
 

Ⅱ
 

1
 

つ
つ
 

2
 

2
 

7
 
0
 

6
 
5
 

1
 

1
 

  

(918  づ 1,368) 
  

(1,088  つ 1,538) 

2,219   
1,889 

9
 
3
 

）
 

2
 
7
 

8
 
9
 

つ
つ
 

7
 
1
 

9
 
4
 

7
 
9
 

（
 

    
0
 
6
 

）
 

    

9
.
 
4
 

3
 
2
 

1
 
1
 つ

つ
 

2
 
8
 

2
 
7
 

4
 
2
 

1
 
1
 

 
 

687  つ 712   
580  つ 599 

1,202  つ 1, 177 

1,574   
1,296 

994@ -@@ 975 

484  つ 498   
399  づ 409 
    
317  づ 324 

812  つ 798 

1,05 Ⅰ 652  つ 642 

819  
 9

 
7
 

4
 
3
 

つ
つ
 

2
 
5
 

0
 
7
 

5
 
3
 616 241 -@ 245   

184  つ 187 

  
 
 

 
 

級
 

紋
紙
 
級
級
 

0
 
 
Ⅰ
 

2
 
3
 
4
 

Ⅱ
Ⅰ
Ⅰ
 
工
 

Ⅰ
 工
 

Ⅰ
Ⅰ
Ⅰ
 
上
 

第
第
第
 
窮
策
 

461 277  つ 274   
197  づ 196 

  

132  つ 131   
82 

    

331   
224 

134  づ 135 
一一 " " 一 " 一 " 一     ""   一 一一 
92  づ 93 

139 57   
32 75 43 

」 一   """ 一 " """"   " 一一   """"""   一 "     " """ """"" """"""" 一           
施行令別表第 1 とは 
第 t 級 l  神経系統の機能又は 精神に著しい 障害を残し、 常に介護を要するもの 

2  胸腹 部臓器の機能に 著しい障害を 残し、 常に介護を要するもの 
第 2 級 1  神経系統の機能又は 精神に著しい 障害を残し、 随時介護を要するもの 
2  胸腹 部臓器の機能に 著しい障害を 残し、 随時介護を要するもの 



別表 2 別添 3 

死 亡 に よ る 損 害     
内 訳           保険金額等 
慰 謝 料 の 額 

の 限度額 葬祭料の額 逸失利益相当額 

      
3,000 60 

  
350 請求権 者 1 名の場合同左 

500  づ 550 2,090  つ 2.040 

養者があ ( 死亡労働者に るとき 被扶 )  ( 同友 ) 
(700  つ 750)  (1,890  つ 1,840) 

  

請求権 者 2 名の場合同左 

600  つ 650 1,990  つ 1,940 

養者があ ( 死亡労働者に るとき 被扶 )  ( 国主 ) 
(800@ -@@ 850)@ (1,790@ -@@ 1,740) 

請求権 者 3 名の場合同左 

700  づ 750 1,890  つ 1,840 

養者があ ( 死亡労働者に るとき 被扶 )  ( 同 友 ) 
(900  つ 950)  (1,690  づ 11640) 

        
( 注 ) 請求権 者とは、 死亡労働者の 父母 ( 養父母含む。 ) 、 配偶者及び子 ( 養子、 認知し 
た子及び胎児を 含む。 ) であ って、 自賠責保険等の 慰謝料の請求権 者となる者をい う 。 



別添 4   「 

  

    

 
 

 
 

円
 

級
 

万
 

2
 

8
 
5
 

第
 

9
 

 
 

 
 

2
 

 
 

 
     

 
 

円
 

級
 
万
 

万
Ⅰ
 

級
第
 

9
 
8
 
2
4
5
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第 4 級 第 5 級 第 6 級 

                                  498  万円   
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俊道障害に対する 慰謝料等の額は、 該当等級ごとに 上記金額とする。 

ただし、 第 1 級、 第 2 級、 第 3 級該当者で扶養者がいるときは、 第 1 級 1,300 万円 ( 施行令別表第 1 のとき 2,300 万円 ) 、 

第 2 級 1,128 万円 ( 施行令別表第 1 のとき 1,538 万円 ) 、 第 3 級 973 万円とする。       


